
「職業訓練上特別な支援を要する障害者の職業訓
練の在り方に関する検討会」概要 

  

資料４ 



特別支援障害者の範囲

見 直 し（案） 現 状

・視覚障害１級・２級の者 ・視覚障害者１級・２級者

・上肢障害１級の者 ・上肢障害（脳性まひによる上肢機能障害を含む。）
１級の者

・２級以上の両上肢機能障害及び２級以上の両下肢 ・２級以上の両上肢機能障害及び２級以上の両下肢
機能障害を重複する者 機能障害を重複する者

・３級以上の脳性まひによる上肢機能障害及び３級
以上の脳性まひによる移動機能障害を重複する者

・脳性まひによる上肢機能障害１級・２級の者

・体幹障害１級・２級であって、特に配慮を必要と ・体幹障害１級・２級であって、特に配慮を必要と
する者 する者

・精神障害者 ・精神障害者

・発達障害者 ・発達障害者

・高次脳機能障害者 ・高次脳機能障害者

・重度知的障害者

・知的障害及び身体障害の重複障害であって、特に
配慮を必要とする者



特別支援障害者の範囲の見直しのポイント 
 

【見直し案で追加された障害】 

○ 脳性まひによる上肢機能障害２級 

特別支援状況把握調査の集計結果が平均点を上回り、調査項目別で見ても多くの

項目で点数が高い。 

（検討会における主な意見） 

脳性まひの障害は、一般的に様々な支援を必要とする場合が多い。脳性まひによる上肢障害２級

を範囲に入れるということでよいのではないか。 

 

○ 重度知的障害者 

特別支援状況把握調査の集計結果が平均点を大きく上回り、調査項目別で見ても

多くの項目で点数が高い。更に重度知的障害者の入校者数は極めて少ないことか

ら、障害者の訓練ニーズに対応した支援ノウハウを蓄積し、積極的な受入れを促進

する必要がある。 

（検討会における主な意見） 

重度知的障害は、障害者校での受入れが進んでおらず、中度・軽度に比べて特別な支援を必要と

する実態が窺える。調査対象者数は少ないが範囲に入れるべきではないか。 

 

○ 知的障害及び身体障害の重複障害であって、特に配慮を必要とする者 

特別支援状況把握調査において、全体の平均点を上回り、調査項目別で見ても、

平均点を上回る項目が多い。ただし、障害種別やその程度によってその態様は多岐

にわたっており、個々の態様により、支援・配慮を行う必要があることから、障害

者の訓練ニーズに対応した支援ノウハウを蓄積し、積極的な受入れを促進する必要

がある。 

（検討会における主な意見） 

知的障害と身体障害の重複があれば、全てを特別支援障害者の範囲に入れるのではなく、例えば

校長の判断により、特に支援が必要な人を特別支援障害者と捉える考え方でよいのではないか。 

 

【見直し案で外れた障害】 

○ ３級の脳性まひによる上肢機能障害及び３級以上の脳性まひによる移動機能障

害を重複する者 

特別支援状況把握調査において、「３級以上の脳性まひによる上肢機能障害及び

３級以上の脳性まひによる移動機能障害を重複する者」が全体の平均点を下回り、

調査項目別でも平均点を上回る項目が多くなかった。また、「脳性まひによる移動

機能障害１級」及び「脳性まひによる移動機能障害２級」も平均点を下回った。 

（検討会における主な意見） 

現行では、３級以上の脳性まひによる上肢機能障害及び３級以上の脳性まひによる移動機能障害

の重複を特別支援障害者の範囲に入れているが、今回の調査では平均点が低い結果となっている。

もちろん個人差はあるとしても、１級・２級を除いた場合には、もっと点数が低くなる可能性があ

る。特に問題がなければ、脳性まひによる上肢障害２級以上を対象範囲に含めることを前提に、特

別支援障害者の範囲から外してもよいのではないか。 



「職業訓練上特別な支援を要する障害者」に関する状況把握調査概要 

障害者校の訓練生に対する職業訓練支援のうち、主として職業訓練指導員による対

応が求められる支援・配慮事項について項目化し、項目毎に「関与時間」と「支援水

準」の程度を数値化して評価。 
 

 

関与時間 

 

ときどき、または一時的に必要 １点 

一定程度の頻度で必要 ２点 

常時支援が必要 ３点 

 

支援水準 

 

高い技術・経験は要しない １点 

一定程度の技術・経験を要する ２点 

かなり高度の技術・経験を要する ３点 

 

特別支援状況把握調査の集計結果（障害種別・程度別） 

現行対象 障害種別・程度 点数 サンプル数          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 視覚障害１級 7９.0点 ５ 

 知的障害重度 7７.0点 １ 

○ 精神障害１級 74.0点 １ 

○ 高次脳機能障害 69.2点 ４ 

○ 精神障害２級 63.7点 ９ 

○ 精神障害３級 60.2点 ９ 

○ 発達障害 55.3点 10 

○ 視覚障害２級 54.9点 ７ 

 知的及び身体障害（重複） 54.1点 ８ 

 脳性まひによる上肢機能障害２級 45.5点 ２ 

○ 

 

２級以上の両上肢障害及び２級以上の両下肢障

害（重複） 

45.4点 

 

５ 

 

○ 上肢障害１級 45.0点 ２ 

○ 体幹機能障害１級 44.6点 ５ 

 知的障害中度 43.6点 ６ 

 知的障害軽度 43.0点 ９ 

○ 体幹機能障害２級 39.4点 ５ 

○ 

 

３級以上の脳性まひによる上肢機能障害及び３

級以上の脳性まひによる移動機能障害（重複） 

39.3点 

 

７ 

○ 脳性まひによる上肢機能障害１級 33.4点 ３ 

 聴覚障害１級 33.2点 ６ 

 上肢障害２級 31.0点 ７ 

 脳性まひによる移動機能障害２級 28.9点 ４ 

 聴覚障害２級 28.5点 10 

 脳性まひによる移動機能障害１級 27.0点 １ 

 下肢障害１級 26.9点 ７ 

 下肢障害２級 23.7点 11 

 内部障害２級 21.0点 ２ 

 内部障害１級 17.3点 ７ 

全体（2７障害種別・程度） 44.6点 15３ 

※ 今回予め調査対象となっていないその他の重複障害は、全体の集計には含めていない。 



【その他】　

対象者の状況
サン
プル
数

順位 合計

平均を
上回っ
た支援
項目数

特別支
援障害
者平均
を上
回った
支援項
目数

①入校時に
おいて、
個々の状況
に応じた方
法を用いて
本人の障害
状況等を把
握し、入校
後の訓練カ
リキュラムの
策定や訓練
を円滑に実
施するため
のガイダン
ス等を行っ
ている

②障害に配
慮した特別
な訓練科あ
るいは訓練
コースを設
定している

③障害に配
慮した特別
なカリキュラ
ムを策定し
ている

④通院や適
応状況に配
慮してカリ
キュラムを
弾力的・個
別的に設
定、実施して
いる

⑤訓練の理
解度・進捗
状況等に応
じてカリキュ
ラムを弾力
的・個別的
に実施して
いる

⑥障害特性
に配慮して
訓練環境を
柔軟に設定
している。

⑦訓練生の
訓練意欲を
喚起し訓練
を継続させ
るための動
機付けや職
業訓練上の
悩み等を解
消するため
の個別ガイ
ダンス等を
実施してい
る

⑧障害に応
じたテキスト
や作業指示
書を作成し
訓練を実施
している

⑨障害に応
じた支援機
器の開発・
試行を行っ
ている

⑩専用機
器・ソフトの
活用方法と
業務への応
用の教示を
行っている

⑪教材の読
み上げ、
ページめく
り、検定試
験のマーク
シート代筆、
検定時間の
延長、コピー
クリップ押印
補助等の作
業を補助し
ている

⑫通常の指
示が理解さ
れ難い場合
等に、通常
より時間を
かけて伝達
したり、代替
手段や補助
教材等を活
用して理解
度を確認し
ている

⑬障害特性
に配慮して、
個別に情報
伝達につい
て通常より
時間をかけ
て伝達した
り、代替手
段や外部の
専門家等を
活用して対
応している

⑭日常生活
の不安、悩
み事等につ
いて個別ガ
イダンスを実
施し、健康・
生活面の把
握を行って
いる

⑮対人技
能、社会生
活技能を重
視した職業
生活指導を
実施してい
る

⑯校内及び
校外実習の
際の移動補
助を行って
いる

⑰食事、トイ
レ、入浴等
生活に係る
配慮を行っ
ている（訪問
介護員等の
活用による
場合を含む）

⑱体調や服
薬などの健
康管理につ
いて、専門
機関や家族
と連携・調整
している

⑲障害等に
応じて、就職
活動におけ
る基礎知識
の付与、職
場実習によ
る就業体験
機会の提供
等、個別の
就職支援を
行っている
（他の機関と
の連携を含
む）

⑳障害者校
での訓練状
況の視察や
説明会等を
通じて、企業
に障害の理
解促進を図
るとともに、
個々の障害
者が就職す
るために必
要となる職
場環境整備
のコンサル
ティングを
行っている

㉑その他個
別の支援事
項を行って
いる

視覚障害１級 5 1 79.0 20 16 2.4 2.4 2.4 2.8 5.4 5.8 3.4 4.8 4.8 6.0 3.8 3.2 5.6 4.2 3.6 4.0 2.4 2.4 4.8 4.8 0.0

知的障害（重度） 1 2 77.0 16 16 3.0 2.0 2.0 3.0 6.0 6.0 6.0 6.0 0.0 0.0 0.0 6.0 5.0 5.0 5.0 0.0 0.0 4.0 6.0 6.0 6.0

精神障害１級 1 3 74.0 15 15 3.0 3.0 3.0 3.0 6.0 6.0 6.0 3.0 0.0 0.0 0.0 5.0 0.0 6.0 6.0 0.0 0.0 6.0 6.0 6.0 6.0

高次脳機能障害 4 4 69.2 16 16 3.0 2.5 2.5 3.0 5.8 5.1 5.3 5.3 2.1 0.0 0.0 5.8 0.0 5.1 5.5 0.0 0.0 4.1 4.8 5.0 4.3

精神障害２級 9 5 63.7 17 16 2.1 2.2 2.2 2.4 4.4 4.5 4.8 3.2 1.3 0.4 0.0 4.4 2.8 5.5 4.7 0.0 0.0 4.4 5.4 5.5 3.5

精神障害３級 9 6 60.2 17 15 1.8 2.3 2.2 2.7 4.3 4.3 4.8 3.1 1.9 0.0 0.0 4.4 2.2 5.0 4.9 0.0 0.0 4.1 4.7 4.4 3.1

発達障害 10 7 55.3 15 13 2.1 1.9 2.1 2.1 4.2 4.4 4.9 2.7 0.6 0.4 0.0 3.9 1.0 4.5 5.3 0.0 0.0 4.5 4.8 4.1 1.8

視覚障害２級 7 8 54.9 13 12 2.3 2.3 2.3 1.0 5.0 5.1 3.3 3.3 3.0 4.2 1.9 2.2 4.4 2.0 1.8 1.2 0.6 1.0 4.0 4.0 0.0

知的障害及び身体障
害を重複する者 8 9 54.1 14 7 2.3 1.4 1.6 1.8 3.8 3.4 3.8 4.9 1.1 0.0 0.0 5.3 3.5 4.4 4.2 0.0 0.7 2.7 4.6 3.8 0.8

脳性麻痺による上肢
機能障害２級 2 10 45.5 14 10 2.5 1.0 2.0 2.0 4.5 4.0 2.0 3.5 0.0 1.5 1.5 2.5 2.5 4.0 3.0 0.0 1.0 0.0 4.5 3.5 0.0
2級以上の両上肢障害及び２
級以上の両下肢障害を重複
する者

5 11 45.4 12 6 1.8 0.6 1.8 2.0 4.0 4.0 2.4 0.0 1.2 0.0 2.0 3.8 0.6 4.8 2.2 1.8 4.0 1.8 4.0 2.6 0.0

上肢障害１級 2 12 45.0 12 10 2.0 1.0 2.0 1.0 4.0 4.0 4.0 3.5 4.0 2.0 1.5 2.0 0.0 2.0 2.0 0.0 1.0 0.0 5.0 4.0 0.0

体幹機能障害１級 5 13 44.6 10 5 1.4 0.8 1.2 1.6 3.8 4.6 3.4 2.6 1.2 0.8 1.2 1.6 0.8 4.0 2.2 2.2 1.6 3.8 3.6 2.2 0.0

知的障害（中度） 6 14 43.6 11 5 2.3 2.3 1.7 1.3 3.6 3.8 3.5 3.1 0.7 0.0 0.0 3.9 0.6 3.6 3.6 0.0 0.0 2.3 2.5 3.0 1.8

知的障害（軽度） 9 15 43.0 12 5 2.2 2.2 1.8 1.8 4.0 1.8 4.2 3.8 0.0 0.0 0.0 4.1 0.0 3.9 3.7 0.0 0.0 2.1 3.4 2.7 1.3

体幹機能障害２級 5 16 39.4 9 5 1.6 1.4 0.8 0.4 3.6 4.4 3.8 2.0 2.0 0.0 1.8 0.8 0.8 2.6 3.0 1.2 1.6 1.2 3.2 3.2 0.0
３級以上の脳性麻痺による上
肢機能障害及び３級以上の脳
性麻痺による移動機能障害を
重複する者

7 17 39.3 7 5 1.7 1.0 1.6 1.1 4.3 2.7 3.0 1.2 0.6 0.6 1.8 2.6 0.0 4.2 4.0 0.6 0.2 0.6 4.4 3.1 0.0

脳性麻痺による上肢
機能障害１級 3 18 33.4 6 3 1.3 0.7 1.3 1.0 1.7 2.6 2.3 1.4 1.0 1.4 1.0 2.6 0.0 3.7 4.0 0.0 1.0 1.4 2.7 2.3 0.0

聴覚障害１級 6 19 33.2 5 3 0.8 0.0 0.3 1.2 4.0 3.3 3.7 0.5 0.0 0.0 0.0 3.5 4.6 3.0 1.9 0.0 0.0 0.0 2.8 2.2 1.4

上肢障害２級 7 20 31.0 4 1 0.7 0.3 1.1 1.1 2.5 3.0 3.0 2.5 1.0 0.6 1.8 2.2 0.0 3.6 2.4 0.0 0.0 0.4 3.0 1.8 0.0

脳性麻痺による移動
機能障害２級 4 21 28.9 4 1 1.3 0.5 0.8 1.3 3.3 3.0 3.8 0.8 0.0 0.8 0.8 2.0 0.0 2.3 2.1 0.0 1.0 1.0 2.3 1.8 0.0

聴覚障害２級 10 22 28.5 1 1 1.0 0.6 0.7 0.4 3.0 2.9 2.6 1.5 0.5 0.0 0.0 2.1 5.0 1.5 2.0 0.0 0.0 0.0 2.7 2.0 0.0

脳性麻痺による移動
機能障害１級 1 23 27.0 7 5 2.0 0.0 1.0 2.0 4.0 2.0 4.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 4.0 4.0 4.0 0.0 0.0

下肢障害１級 7 24 26.9 3 1 1.0 0.3 0.4 1.1 3.3 3.4 1.9 0.6 0.2 0.6 0.9 2.0 0.0 2.4 1.7 0.6 1.7 0.4 2.3 1.9 0.2

下肢障害２級 11 25 23.7 2 1 0.9 0.4 0.5 1.3 1.8 1.9 2.2 0.0 0.2 0.0 0.4 2.3 0.0 2.0 1.9 0.7 1.7 1.5 2.4 1.2 0.4

内部障害２級 2 26 21.0 2 1 0.5 0.0 1.0 1.5 3.0 3.0 2.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 3.5 0.0 0.0 0.0 3.0 0.0 3.5 0.0

内部障害１級 7 27 17.3 0 0 0.6 0.3 0.3 1.0 2.3 1.2 1.0 0.6 0.0 0.6 0.0 1.3 0.0 3.3 0.7 0.0 0.0 0.6 1.2 2.3 0.0

平均 27 44.6 9.8 7.2 1.8 1.2 1.5 1.7 3.9 3.7 3.6 2.3 1.0 0.8 0.8 2.9 1.5 3.5 3.0 0.4 0.8 2.1 3.7 3.2 1.2

特別支援障害者平均 13 54.1 13.0 10.5 2.0 1.7 2.0 1.9 4.3 4.4 4.0 2.8 1.8 1.2 1.2 3.2 1.4 4.1 3.8 0.8 1.0 2.8 4.4 3.9 1.4

「職業訓練上特別な支援を要する障害者」に関する状況把握調査集計結果

【訓練内容の変更・調整（訓練科、訓練カリキュラム、訓練期間、訓練時間等)】 【訓練方法の配慮（情報・コミュニケーション、訓練機器、教材、心理面・健康面等)】 【支援体制（生活支援、就職定着支援）の整備】



障害者校における特別支援障害者の入校状況推移 

0 100 200 300 400 500 600

平成24年度

平成23年度

平成22年度

平成21年度

平成20年度

平成19年度 視覚障害者１級

視覚障害者２級

上肢障害１級

２級以上の両上肢・両下肢重複者

３級以上脳性まひによる上肢機能障害及び３級以上の

脳性まひによる移動機能障害を重複する者

体幹障害１級

体幹障害２級

精神障害者

発達障害者

高次脳機能障害

（人） 



       障害者校の障害種類別入校数の推移（右図表は身体障害の内訳） 

（人） 

視

覚

聴

覚

・

言

語

上

肢

障

害

下

肢

障

害

体

幹

障

害

内

臓

機

能

平成21年 61 210 366 541 120 138
平成22年 56 218 371 548 117 144
平成23年 62 206 331 495 108 135
平成24年 52 241 319 462 97 143

（人） 

身

体

障

害

知

的

障

害

精

神

障

害

そ

の

他

障

害

平成21年 1436 414 227 139
平成22年 1454 435 260 135
平成23年 1337 415 299 155
平成24年 1314 381 357 205



障害者校の障害程度別入校数の推移 

身体・精神障害１級・２級 身体・精神障害３級・４級 身体・精神障害５級・６級 知的障害重度 知的障害中度 知的障害軽度
平成21年 704 414 223 6 117 291
平成22年 758 403 277 1 150 284
平成23年 682 410 325 2 118 298
平成24年 734 424 107 2 93 280

（人） 



  

 障害者校では、一般の職業能力開発校や障害者委託訓練での受け入れが困難な「職業訓練上特別な支援を要する障害者」（以下「特

別支援障害者」という。）を重点的に受け入れて職業訓練を実施してきているが、求職障害者の増加、障害程度の重度化・多様化、職

業訓練の指導技法や訓練環境等の変化に伴い、職業訓練上必要とされる特別な支援内容、その必要性の高い障害者の範囲も変化してい

る状況にあることから、特別支援障害者の職業訓練の在り方に関して再検討を行うことが必要となっている。 

 他方、障害者の権利に関する条約において、「障害者が差別なしにかつ他の者と平等に職業訓練の機会を与えられることを確保する

ために合理的配慮が提供されること」等を旨とする内容が定められている。これまでも障害者校では訓練生への職業訓練上の配慮は行

われてきているが、「合理的配慮の提供」という新たな概念の下にその実態を把握し、職業訓練上必要となる特別な支援との関係を整

理することも必要となっている。 

 このため、検討会を開催し、障害者の職業訓練上必要とされる特別な支援に関し、「合理的配慮の提供」に着目しつつ、その実態を

把握・検証した上で、特別支援障害者の範囲、及び特別支援障害者の受入れに伴う課題と対応方針等について検討を行う。 

（１） 障害者への職業訓練上必要とされる合理的配慮の提供と特別な支援について 
（２） 特別支援障害者の範囲について 
（３） 特別支援障害者の受入れに伴う課題と対応方針について 

  岡谷 和典    国立中央障害者職業能力開発校 職業訓練部訓練第三課長 

  奥野 保一    国立大阪障害者職業能力開発校 訓練指導課長 

  小野 康子    千葉県立障害者高等技術専門校 訓練第一課長 

◎ 佐藤  宏    元（独）雇用・能力開発機構職業能力開発総合大学校 教授 

  水口 雅弘    国立吉備高原障害者職業能力開発校 職業訓練部長 

  山元 貴信    （独）高齢・障害・求職者雇用支援機構 ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ部指導課 

 

（五十音順・敬称略。 ◎ 座長。） 

○  第１回（平成24年11月21日）    障害者校における特別支援障害者の受入状況 
                      事例発表（東京障害者職業能力開発校、福岡障害者職業能力開発校） 
○  第２回（平成24年12月５日）     検討課題と論点に関する議論               
●  第１回調査（平成24年12月～1月） 合理的配慮の提供についての現状把握に関する調査の実施 
○  第3回（平成25年 2月７日）   職業訓練上必要とされる合理的配慮と特別な支援の内容についての類型別整理    
●  第２回調査（平成25年2月）           特別支援障害者の範囲の評価に関する調査の実施  
○  第４回（平成25年 3月５日）     特別支援障害者の範囲の検討 
○  第５回（平成25年 3月25日）   報告書（案）の検討 



職業訓練上特別な支援を要する障害者の職業訓練の在り方に関する検討会 
報 告 書 （ 概 要 ） 

 
平成２５年４月 

 

 

◆ 障害者校では、一般の職業能力開発校や障害者委託訓練での受け入れが困難な「職業
訓練上特別な支援を要する障害者」（以下「特別支援障害者」という。）を重点的に
受け入れて職業訓練を実施してきているが、求職障害者の増加、障害の重度化・多様
化、職業訓練技法や訓練環境等の変化に伴い、職業訓練上必要とされる特別な支援内
容、その必要性の高い障害者の範囲も変化しているため、特別支援障害者の範囲につ
いて再検討を行うことが必要となっている。 

◆ 他方、障害者の権利に関する条約において、職業訓練機会を不えられることを確保す

るために合理的配慮が提供されることを旨とする内容が定められている。「合理的配
慮の提供」という新たな概念の下に、障害者校における実態を把握し、職業訓練上必
要となる特別な支援との関係を整理することも必要となっている。 

◆ このため、当検討会では、障害者の職業訓練上必要とされる特別な支援に関し、「合
理的配慮の提供」に着目しつつ、その実態を把握・検証した上で、特別支援障害者の
範囲の見直し、職業訓練上の特別な支援内容、及び特別支援障害者の職業訓練の今後
の在り方について検討を行い取りまとめたので、以下のとおり報告する。 

 

 

Ⅰ 特別支援障害者の範囲の再検討 

 

当検討会では、障害者校が特に積極的に受入れ、重点的に支援を行うべき特別支援障

害者の範囲について、障害者校の実態を把握するための調査（「障害者職業能力開発校
における入校選考状況調査（平成 23 年度）」、「障害者職業能力開発校における障害
別の入校・修了・就職状況調査（平成 23 年度）」、「特別支援障害者の要件に該当す
る障害種別・程度別に関するアンケート調査」、「職業訓練上特別な支援を要する障害
者に関する状況把握調査」）を実施した上で、①訓練生に対する支援・配慮の内容、②
障害者校における訓練生の受入状況、③職業訓練上の課題、④施策の継続性等を総合的
に勘案して、障害種別・程度別に検討を行っている。 

この検討結果を踏まえ、特別支援障害者の範囲を以下のとおり見直すことを提言す
る。 

 

「特別支援障害者」の範囲 （提言） 

 
・ 視覚障害者１級・２級の者 
・ 上肢障害１級の者 
・ 脳性まひによる上肢機能障害１級・２級の者 
・ ２級以上の両上肢機能障害及び２級以上の両下肢機能障害を重複する者 
・ 体幹障害１級・２級であって、特に配慮を必要とする者 
・ 重度知的障害者 
・ 知的障害及び身体障害の重複障害であって、特に配慮を必要とする者 
・ 精神障害者 
・ 発達障害者 

・ 高次脳機能障害者 

 



 ※ 特別支援障害者についての基本的考え方 
平成 19 年の検討会において、今後障害者校が重点的に職業訓練を実施すべき対象者を特

別支援障害者と位置づけ、特別支援障害者に該当する要件を整理した上で、その具体的範囲
を、①障害者校における訓練生の受入状況、②訓練生に対する支援・配慮の内容、③職業訓
練上の課題等を総合的に勘案して決定している。 

 
「特別支援障害者」の要件 

・ 一般的な集合訓練の実施に難しい面があり、障害の態様に応じた個別的対応を特に要する障害者 
・ 障害の態様に応じた職業訓練に関わる技法・経験がまだ十分蓄積されておらず、新たな技能習得ノウ

ハウの開発・試行等の対応を要する障害者 
・ 特別な支援を要する障害者に対して適切に対応できる精神科医など外部の専門家や支援者等（障害者

校において一般的に配置されていない者）との継続的な連携・協力を要する障害者 
 

「特別支援障害者」の範囲 （現行） 
         ・ 視覚障害１級・２級の者 
        ・ 上肢障害（脳性まひによる上肢機能障害を含む）１級の者 
        ・ ２級以上の両上肢機能障害及び２級以上の両下肢機能障害を重複する者 
        ・ ３級以上の脳性まひによる上肢機能障害及び３級以上の脳性まひによる移動機能障害を重複

する者 
        ・ 体幹障害１級・２級であって、特に配慮を必要とする者 
        ・ 精神障害者 
        ・ 発達障害者 
        ・ 高次脳機能障害者 
 
 

Ⅱ 職業訓練上の合理的配慮の提供に関する検討 

 

１ 職業訓練上の合理的配慮に関する概念整理 

 

当検討会では、障害者権利条約の理念を踏まえて、障害者校における障害のある訓

練生の職業訓練上の配慮を、「職業訓練上の合理的配慮」という新たな概念の下、以

下のとおり整理を行っている。 

 

 ⑴ 障害者校における職業訓練上の合理的配慮の定義  

障害者が、他の者と平等に職業訓練を効果的に利用することを可能とする権利を

享有し、又は行使することを確保するための必要かつ適当な変更及び調整であっ

て、特定の場合において必要とされるものであり、かつ、均衡を失した又は過度の

負担を課さないもの。 

 

⑵ 障害者校における職業訓練上の合理的配慮の提供  

各障害者校における合理的配慮の提供については、各障害者校の設置者及び障害

者校が、各障害者校が置かれている基盤的環境整備を基に、障害のある訓練生の個

別の状況に応じて対応するもの。その際、均衡を失した又は過度の負担については、

体制面、財政面をも勘案して、個別に判断されるもの。 

なお、障害者校における職業訓練の実施に当たっては、法令に基づき又は財政措

置により、国は全国規模で、都道府県は各都道府県内で、訓練環境の整備を行う必

要があり、これらの環境整備は、合理的配慮の提供のために必要となる基礎的環境

整備と位置づけられるもの。 

 



⑶ 障害者校における特別な支援と合理的配慮の提供との関係整理 

職業訓練上の特別な支援は、概念上、合理的配慮の提供に包含されるものであり、

その内容は、障害者校で行われている配慮（支援）の中で、配慮（支援）に係る関

不時間がより必要なもの、かつ、支援難度がより高度なものとして位置づけられる

もの。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ２ 職業訓練上の合理的配慮の提供の類型別整理 

 

当検討会では、障害者校における職業訓練上の合理的配慮の提供についての実態を

把握するため、「訓練生に対する支援・配慮事項調査」を実施し、下記の類型別整理

により障害種別に整理を行っている。 

 

 

職業訓練上の合理的配慮の提供の類型別整理 

 

Ⅰ 支援・配慮をする上で必要となる職業訓練上の基盤環境整備 

  ⅰ 障害者訓練の実施（障害者校の設置） 

  ⅱ 一般校における障害者への配慮（校内環境のバリアフリー化等、障害者向け 

訓練コースの設置） 

  ⅲ 職業訓練手当の支給 

Ⅱ 個々の障害者の状況により個別対応が必要となる職業訓練上の支援・配慮 

  ⅰ 訓練内容（訓練カリキュラム、訓練期間、訓練時間）の変更・調整 

 ⅱ 訓練方法（情報・コミュニケーション、訓練機器・教材、心理面・健康面） 

  の配慮 

  ⅲ 支援体制（専門性のある指導体制、生活上の困難を改善・克服、家族・関係機

関との連携）の整備・構築 

 

障害者への「職業訓練上の合理的配慮の提供」について
職業訓練上の「特別な支援」,「合理的配慮の提供」,「基盤的環境整備」の概念整理

合理的配慮の提供

障害者が、他の者と平等に「職
業訓練を効果的に利用することを
可能とする権利」を享有し、又は
行使することを確保するための必
要かつ適当な変更及び調整で
あって、特定の場合に必要とされ
るものであり、かつ、均衡を失した
又は過度の負担を課さないもの

基盤的環境整備

特別な支援

特別支援障害者の要件

・ 一般的な集合訓練の実施に
難しい面があり、障害の態様に
応じた個別的対応を特に要する
障害者

・ 障害の態様に応じた職業訓
練に関わる技法・経験がまだ十
分蓄積されておらず、新たな技
能習得ノウハウの開発・試行等
の対応を要する障害者

・ 特別な支援を要する障害者
に対して適切に対応できる精神
科医などの専門家や支援者等
（障害者校において一般的に配
置されていない者）との継続的
な連携・協力を要する障害者

基盤的環境整備

法令に基づき、又は、財政措置
により、国、都道府県が行う職業
訓練環境基盤の整備

合理的配慮の提供

特別な支援

職業訓練の実施



Ⅲ 特別支援障害者の職業訓練の今後の在り方について 

 

求職障害者の増加、障害程度の重度化・多様化する中で、障害者に対する職業訓練を

専門的に行う障害者校においては、特別支援障害者の受入れを積極的に推進し、職業訓

練を実施するにあたって障害特性に配慮したきめ細かな対応が求められている。 

こうした状況を踏まえ、当検討会では、今後、取り組むべき課題とその対応策として

以下の項目を提言する。 

 

 

１ 障害者校における特別支援障害者の受入れの促進 

障害者校においては、地域における障害者の職業能力開発を担う機関として、当検

討会で見直しを提言した特別支援障害者の受入れを促進するために、これら障害者の

職業訓練ノウハウを蓄積する必要がある。 

このため、特別支援障害者向け専門コースの設置、訓練カリキュラムの見直し、職

業訓練指導員の指導技法等の向上、外部専門家の活用等により、引き続き障害特性に

配慮した職業訓練を実施していくことが重要である。 

 

 ２ 受入れに必要な指導技法等の開発 

特別支援障害者の受入れに当たっては、個々の障害者の態様に応じたきめ細かな支

援・配慮が求められ、そのための訓練ノウハウの開発が丌可欠である。 

国立機構営校では、特別支援障害者を重点的に受入れ先導的な訓練を実施し、指導

技法等の開発・普及を行っているが、引き続き、特別支援障害者の指導技法やノウハ

ウを開発し、他の障害者校に普及することが必要である。 

 

  ３ 各障害者校における具体的な支援・配慮の推進 

障害者校における訓練実施に当たっての訓練生に対する支援・配慮事項について、

今回、その実態を把握するための調査を実施したが、このような各障害者校における

具体的な支援・配慮事項について、各障害者校が障害特性に配慮したきめ細かな職業

訓練を推進することが重要である。 

 

 ４ 基盤環境整備の推進 

特別支援障害者への職業訓練の実施に当たっては、障害者校における基盤的環境整

備がどれくらいできているかにより、支援・配慮の方法・内容も違ってくるという関

係がある。 

より一層効果的な職業訓練を実施するためには、施設・設備の整備が必要な場合も

多いことから、予算の範囲内で計画的な整備を進めることが必要である。 

 

 ５ 障害者校の運営に係る予算配分のインセンティブの付不 

特別支援障害者の受入れを奨励するため、平成 21 年度から国立県営障害者校に対

する運営委託費について、予算配分上、インセンティブを付不するため、一定の配慮

を実施しているが、特別支援障害者の受入れ拡大に効果的であると考えられることか

ら、引き続き、実施することが必要である。 


